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本資料は、2024年2月14日付でタカラレーベン不動産投資法人（以下「本投資法人」といいます。）が以下のプレスリリースにより公表した各取引に係

る施策の目的、意義及び効果等について、情報を提供することを目的として作成されたものであり、特定の商品の募集、勧誘、売買の推奨等を目的
として作成されたものではありません。また、本資料を掲載している本投資法人のホームページ（以下「本ホームページ」といいます。）上のいかなる
情報及び本ホームページ又はその掲載資料のリンク先に掲載されているいかなる情報についても、本投資法人が特定の商品の募集、勧誘、売買の推
奨等を目的とするものではありません。

・新投資口発行及び投資口売出しに関するお知らせ
・国内不動産信託受益権の取得及び貸借に関するお知らせ
・2024年8月期の運用状況及び分配金の予想の修正並びに2025年2月期の運用状況及び分配金の予想に関するお知らせ

本資料及び本ホームページに記載されている情報は、金融商品取引法、投資信託及び投資法人に関する法律又は東京証券取引所上場規程に基づく
開示書類や運用報告書ではありません。

本資料及び本ホームページに記載されている情報に関しては万全を期しておりますが、その情報の正確性及び完全性を保証するものではありませ
ん。また、本資料には、第三者が公表するデータ・指標等をもとにタカラPAG不動産投資顧問株式会社（以下｢本資産運用会社｣といいます。）が作成し

た図表・データ、これらに対する本資産運用会社の本資料作成時点又は本ホームページに掲載を開始した時点での分析・判断・その他の見解に関する
記載等が含まれています。本投資法人及び本資産運用会社は、本資料に含まれる如何なる情報又は分析・判断・見解の正確性、完全性、公正性又は
妥当性について何らの表明又は保証をするものではありません。

本資料及び本ホームページに記載されている情報（見解も含みます。）のうち、過去又は現在の事実に関するもの以外は、将来予想又は目標に関する
記述に該当します。かかる将来予想又は目標に関する記述は、本資料作成時点又は本ホームページに掲載を開始した時点で入手可能な情報並びに
一定の仮定、前提及び判断に基づくものであり、かかる時点では予見できないリスク及び不確実性が内在しています。将来予想及び目標の内容は、
このようなリスク、不確実性、仮定及びその他の要因による影響を受けるおそれがあります。したがって、かかる将来予想又は目標に関する記述は、
将来における本投資法人の実際の業績、経営成績、財務内容等又は目標の達成を保証するものではありません。

本資料に掲載されている物件写真には、2024年2月14日現在の本投資法人の保有資産及び取得予定資産の一部の物件写真が含まれています。ただ

し、本投資法人は、今後、保有資産及び取得予定資産を第三者に対する売却その他の方法により処分することがあり、これを保有し続けるとは限りま
せん。また、本投資法人は必ずしも取得予定資産を購入できるとは限りません。

ディスクレーマー
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インベストメント・ハイライト

上場当初の資産規模目標1,500億円の概ね達成と更なる資産規模拡大に向けて

⚫ スポンサー開発物件である住宅を含む、7物件172億円の新規取得により、資産規模は上場当初の目標水準であった
1,500億円に概ね到達し、次のステップとして3,000億円を目指す

⚫ 戦略的な物件入替、取得予定資産の組入れにより、ポートフォリオの質及び安定性が向上

⚫ 「住宅を中心とした総合型リート」となるべく運用ガイドラインを変更

⚫ MIRARTH HDグループのスポンサーコミットメント強化のもと、資産規模拡大を推進

外部成長

各アセットタイプにおける着実な内部成長

⚫ ポートフォリオ全体の平均稼働率は2021年3月以降、97.5％以上で高位安定的に推移

⚫ 住宅は安定稼働かつ賃料増額を実現

⚫ オフィスはテナント分散が進展し、また、電力会社の切替及び請求単価の改定により水道光熱費の逆ザヤを解消

⚫ ACCESS by LOISIR HOTEL Nagoyaでは、変動賃料が引き続き増加傾向

内部成長

柔軟な財務戦略とＥＳＧへの取組み

⚫ 借入の長期分散化と金利固定化を基礎としつつ、変動金利も活用した柔軟な借入戦略

⚫ 環境に配慮した目論見書の原則電子交付を含むESGへの積極的な取組みを実施

財務・ESG

2
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上場当初の資産規模目標1,500億円の概ね達成と
更なる資産規模拡大に向けて

1
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本取組み前 取得予定資産 本取組み後

物件数（物件） 63 7 70

取得（予定）価格合計（億円） 1,321 172 1,494

鑑定評価額合計（億円） 1,407 185 1,593

含み益（億円） 58.9 12.9 71.9

平均鑑定NOI利回り（％）/平均償却後鑑定NOI利回り（％） 4.7 / 3.9 4.3 / 3.7 4.7 / 3.9

平均稼働率（％） 98.1 95.5 97.9

平均築年数（年） 18.9 9.9 17.7

総資産LTV（％） 47.1 47.5

1口当たりNAV（円） 107,732 108,085

1口当たり純資産（円） 101,828 101,576

発行済投資口の総口数 691,335 780,820

取得予定資産

物件数

7物件
取得予定価格合計

172.８億円
平均鑑定NOI利回り

4.3％（償却後3.7％）

鑑定評価額合計

185.8億円
平均稼働率

95.5%

スポンサー開発の住宅を含む、7物件172億円の物件取得を実施し、安定的な賃料収入と賃料増額によるアップサイドが期待できる
ポートフォリオを構築

住宅 住宅 住宅 住宅 オフィス オフィス 商業施設

取得予定資産の概要及び効果

ラグゼナ東陽町 ラヴィータ
難波元町

TLRレジデンス
町田

アークステージⅠ・Ⅱ TLR柏ビル ソララガーデン
オフィス

（2～4階部分、
区分所有）

テックランド八王子高尾店
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アセットタイプ別比率
（取得（予定）価格ベース）

物件取得ルート
（取得（予定）価格ベース）

20.8%

49.2%

30.0%

地域別比率
（取得（予定）価格ベース）

55.5%

11.1%

13.0%

4.8%
15.6%

52.0%

8.9%

9.3%

7.0%

22.9%

36.5%

53.7%

9.8%

上場時（2018年8月期末） 取得予定資産取得後 特徴

運用ガイドラインの
一部変更

＜用途＞

住宅・オフィス 70％以上

ホテル・商業施設・その他 30％以下

＜用途＞

住宅 35%以上かつ最上位比率

◼ スポンサー開発物件を中心とした
住宅取得により住宅比率が向上し、
キャッシュフローの安定性に寄与

◼ 取得予定資産を含む住宅の
平均築年数は9.4年

◼ 住宅比率は上場時より+29.4％上昇

◼ コアエリアと定める四大経済圏の
比率は上場時より+7.3%上昇

◼ 継続的なMIRARTH HDグループ
によるスポンサーサポート及び
本資産運用会社独自ソーシングに
よって、安定的なポートフォリオを構築

東京経済圏 名古屋経済圏大阪経済圏 福岡経済圏 その他地域

本資産運用会社独自ソーシングMIRARTH HDグループからの取得 PAGからの取得

住宅比率の上昇により、ポートフォリオのキャッシュフロー安定性は更に向上
スポンサー開発の優良な住宅の取得及び総合型の特性を活かした機動的な物件取得を可能とすべく、運用ガイドラインの
「用途」に関する基準を一部変更

住宅 オフィス 商業施設 ホテル

77.1% 84.4%

70.0% 90.2%

9.4% 38.8%

変更前 変更後

戦略的な物件入替と取得予定資産の組入れによるポートフォリオの質の向上

オフィス・商業施設 65%以下、但し、各用途の投資
・ホテル・その他 比率は住宅を超えないものとする

80.6%

3.1%
6.9%

32.5%

23.7%

5.0%
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資産規模推移（取得（予定）価格ベース）

（億円）

MIRARTH HDの更なる
コミットメント強化

⚫ MIRARTH HDは本資産運用会社の株式についてPAG保有分（30％）を取得し、
株式保有比率は90％に増加する予定

⚫ MIRARTH HDは次期中期経営計画において、アセットマネジメント事業の拡大を標榜

「住宅中心の総合型REIT」を
目指した運用ガイドライン変更

⚫ 運用ガイドライン変更により、「住宅中心の総合型ポートフォリオ」の構築を目指すとともに、総合型の
特性を活かした機動的な物件取得を可能に

資産規模は上場当初の当面の目標水準であった1,500億円に概ね到達し、かつ物件入替によるポートフォリオの改善は一巡
運用ガイドラインの変更とスポンサーコミットメントの強化を推進力に、今後は資産規模3,000億円を目指して更に拡大

更なる資産規模拡大を推進する２つのポイント

2018年
8月期末

2019年
2月期末

2019年
8月期末

2020年
2月期末

2020年
8月期末

2021年
2月期末

2021年
8月期末

2022年
2月期末

2022年
8月期末

2023年
2月期末

2023年
8月期末

取得予定資産
取得後

中期目標※

644 644 645

863 870
819

868

1,087
1,136

1,210

1,322

173 1,494

3,000

0

500

1,000

1,500

2,000

1

2

スポンサーコミットメントの強化と更なる資産規模拡大に向けて

※中期目標の資産規模は、本資料の日付現在の本投資法人の目標であり、その実現を保証するものではありません。

物件入替による
ポートフォリオの質向上

次のステップとして

3,000億円を目指す
当面の目標水準として1,500億円を目指し成長
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物件取得
（億円）

物件譲渡
（億円）

今後の稼働の
安定性や

収益の成長性

投資主価値
最大化に
資する
条件での
売却

0

100

382

440

552

-51

-102

-165 -174
-211

サムティ新大阪
センタービル

中央博労町ビル
準共有持分

37%
心斎橋ビル

2022年2月期2021年2月期 2021年8月期 2023年2月期2022年8月期

盛岡駅前通
ビル

EME
郡山ビル

宇都宮セント
ラルビル 長野セントラル

ビル
山形駅前通
ビル

ホテル
サンシャイン
宇都宮

コープさっぽろ
春光

住宅 商業施設オフィス

Almost Blue
準共有持分30%

アルファスペース
都立大

Almost Blue
準共有持分70%

中央博労町ビル
準共有持分63% 赤坂川瀬ビル

ホテル住宅 商業施設オフィス

2021年2月期以降における物件取得及び譲渡（取得価格ベース / 金額は累計）

コロナ禍以降、戦略的な物件入替を推進
ダウンサイドリスクの低減及び投資主価値の最大化の2つの判断軸により、ポートフォリオの安定性を強化

戦略的な物件入替による安定的なポートフォリオの構築（1）
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（取得予定資産取得後）

836（億円）

戦略的な物件入替による安定的なポートフォリオの構築（2）

・・・総合型又は複合型REIT ・・・物流型REIT ・・・取得数

時価総額1,000億円未満のJ-REIT18銘柄における2020年4月以降の物件取得累計額及び取得数（2023年12月31日時点公表ベース）

本投資法人はスポンサーグループが開発した物件と本資産運用会社独自でソーシングした物件の取得を積極的に行い、着実な外部成長
を実現

（億円） （物件）
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MIRARTH HDによるスポンサーコミットメント強化

MIRARTH HDはアセットマネジメント事業を主力事業の一つと捉え、本資産運用会社への出資比率を高めることで、
スポンサーコミットメントを強化

不動産事業

コア事業

地域貢献と事業拡大の両立

海外への展開

グループ成長の安定的土台

エネルギー事業

成長事業

Non-FITビジネスモデルの確立

グループ成長の新原動力

ストック収益の拡大

アセットマネジメント事業

安定収益事業

受託資産規模の積極的な拡大

グループ内シナジーの強化

その他事業 （建築 ホテル等)

ノウハウを活かし、新領域への挑戦、

新たな価値を創造

次期独立セグメントとしての確立を目指す

REIT事業へのコミットメント強化
（従来の「その他事業」から、主力事業の一つへと変更）

サステナブルな環境を
デザインする力で、

人と地球の未来を幸せにする。

存在意義
Our Purpose

◆MIRARTH HDの株式保有比率が60％から90％に増加

名称
異動前 異動後

保有株式数 比率 保有株式数 比率

MIRARTHホールディングス株式会社 3,000株 60％ 4,500株 90％

PAG Real Estate Holding Limited 1,500株 30％ － －

株式会社共立メンテナンス 250株 5％ 250株 5％

株式会社ヤマダホールディングス 250株 5％ 250株 5％

合計 5,000株 100％ 5,000株 100％

株主異動前後の株主構成

2022年10月の体制変更後におけるMIRARTH HDの概要

2024年3月29日（予定）
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スポンサーパイプラインの状況

物件名（住宅） 所在地 竣工（予定）
戸・室・
区画数

ドーミー清水五条 京都府京都市 竣工済 92

あるびす・ビル貮番館 宮城県仙台市 竣工済 84

ラグゼナ横浜鶴見 神奈川県横浜市 竣工済 90

ルミナス勝山東 愛媛県松山市 竣工済 70

ラグゼナ町屋 東京都荒川区 竣工済 25

ルミナス八幡山 東京都杉並区 竣工済 131

ラグゼナ平塚 神奈川県平塚市 2024年2月 41

ラグゼナ松戸 千葉県松戸市 2024年3月 54

ラグゼナ横浜鶴見Ⅱ 神奈川県横浜市 2024年6月 90

ラグゼナ磯子 神奈川県横浜市 2024年6月 58

ラグゼナ八千代台 千葉県八千代市 2024年6月 41

ラグゼナ浦和 埼玉県さいたま市 2024年7月 29

ラグゼナ小岩 東京都江戸川区 2024年8月 31

ラグゼナ南千住 東京都荒川区 2025年2月 26

ラグゼナ平井Ⅲ 東京都江戸川区 2025年5月 30

ラグゼナ八王子寺町 東京都八王子市 2025年6月 71

ラグゼナ平井Ⅱ 東京都墨田区 2025年9月 53

ラグゼナ南行徳 千葉県市川市 2025年10月 100

物件名（オフィス） 所在地 竣工（予定）
戸・室・
区画数

L.Biz東比恵 福岡県福岡市 竣工済 15

L.Biz御茶ノ水 東京都千代田区 竣工済 7

L.Biz呉服町 福岡県福岡市 竣工済 8

L.Biz博多駅前 福岡県福岡市 2024年3月 10

L.Biz平河町 東京都千代田区 2024年5月 10

（仮称）L.Biz大阪本町 大阪府大阪市 2025年4月 10

L.Biz松山 愛媛県松山市 2025年12月 14

物件名（ホテル） 所在地 竣工（予定）
戸・室・
区画数

ホテルウィングインターナショナル高松 香川県高松市 竣工済 132

上野アーバンホテルアネックス 東京都台東区 竣工済 65

物件名（物流施設） 所在地 竣工（予定）
戸・室・
区画数

大宮倉庫 埼玉県さいたま市 2025年11月 １

柏沼南倉庫 千葉県柏市 2025年9月 １

ラグゼナ横浜鶴見

L.Biz御茶ノ水

ルミナス勝山東

ホテルウイング
インターナショナル

高松ラグゼナ松戸

メインスポンサーであるMIRARTH HDグループの開発力を活用した豊富なパイプライン

あるびす・ビル貮番館

L.Biz東比恵

ドーミー清水五条



12

2,647円

2,661円

1

本募集による投資主価値の向上

戦略的な物件入替等によりダウンサイドリスクを低減
本募集に伴う取得予定資産の組入れを通じて更なるポートフォリオの強化を目指す

巡航ベースでの予想分配金

※ 上記の本募集前後の「巡航ベースでの予想分配金」は、本募集、取得予定資産の取得、本借入れが本投資法人の分配金水準に及ぼす影響を分かり易く示すことを目的として、これらを実施しなかった
と仮定した場合の巡航ベースでの分配金（本募集前）と、これらに関連する費用や取得予定資産に係る公租公課等の一時的な要因の影響を除くために期初前にこれらの取引が実施されていたと仮
定した場合の巡航ベースでの分配金（本募集後）をそれぞれ試算したものとなります。これらの試算値は、特定の計算期間の分配金の予想としての意味を有するものでもなく、また、特定の計算期間
の分配金を試算することを目的とするものでもありませんので、ご留意ください。巡航ベースでの予想分配金の試算の前提条件については、別紙1及び別紙2をご参照ください。

+0.5%

投資主価値向上に資するポートフォリオ（取得（予定）価格ベース）

取得予定資産
取得後

38.8%

32.5%

5.0%

23.7%

◼ 継続的な賃料増額によるアップサイド
ポテンシャル

◼ 高稼働率の維持によりダウンサイドリスク
は限定的

◼ 未稼働貸室の埋め戻しによるアップサイド
ポテンシャル

◼ 1テナントの占める割合は小さく、
ダウンサイドリスクは限定的

◼ 稼働率・ADRの回復によるアップサイド
ポテンシャル

◼ 感染症拡大に伴う移動の制限等による
ダウンサイドリスクの低減

◼ 長期固定賃料の物件が多く、アップサイド
ポテンシャル及びダウンサイドリスクは
限定的

住宅

オフィス

ホテル

商業施設

本募集前
（予想）

本募集後
（予想）
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各アセットタイプにおける着実な内部成長2
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8,184 8,130 8,141 

9,270 9,314 9,329 9,232 

9,912 
10,060 10,149 

9,654 

93.9%

97.6% 97.5%

94.9% 95.4% 96.1% 95.9% 96.1% 96.5%
97.5%

96.4%

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

11,000

12,000

2018年

8月期

2019年

2月期

2019年

8月期

2020年

2月期

2020年

8月期

2021年

2月期

2021年

8月期

2022年

2月期

2022年

8月期

2023年

2月期

2023年

8月期

賃料単価 稼働率

安定的なポートフォリオマネジメント - 住宅 - （1）

賃料単価・稼働率推移

住宅の稼働率は上場以降、概ね90%台後半で安定的に推移
賃料単価は都心部の物件取得及び内部成長により中長期的に上昇傾向

坪単価
（円）

0

公募増資による取得

手元資金による取得

物件譲渡

第1回
公募増資
ラグゼナ
勝どき等
（2物件）

アルファ
スペース
都立大

第4回
公募増資
フィール
清船等
（8物件）

第3回
公募増資
ラヴィータ
東上野等
（8物件）

第2回
公募増資
ラグゼナ
秋葉原等
（8物件）

ラヴィータ
新御徒町

ラグゼナ
門真

マーレ
磯子ビル

TLRレジ
デンス本町
WEST等
（3物件）

ラグゼナ
本厚木

各期における物件取得・譲渡詳細
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東京経済圏

67.5%

大阪経済圏

21.2%

名古屋経済圏

7.4%

福岡経済圏 1.8% その他 2.1%

0

5

10

15

20

A B C D E F 本投資

法人

+34.7 +51.1 +32.6
+64.1

+24.0
+5.0

+3.8

+27.2

-2.0 -3.7 -34.0 -20.4

-0.3
-0.2

安定的なポートフォリオマネジメント - 住宅 - （2）

投資エリア・部屋タイプ
（2023年12月末日時点 / 取得予定資産を含む）

賃料増額実績

（年）

他の住宅系REITの平均：15.2年

9.4年

0 20 40 60 80 100

2022年

2月期

（第8期）

2022年

8月期

（第9期）

2023年

2月期
（第10期）

2023年

8月期
（第11期）

増加 変動なし 減少

144件

0 20 40 60 80 100

2022年

2月期
（第8期）

2022年

8月期
（第9期）

2023年

2月期

（第10期）

2023年

8月期

（第11期）

増加 変動なし 減少

445件 1件

賃料改定状況（契約件数ベース）

◆契約更新時は、可能な範囲で賃料の増額改定を継続

◆ 2022年2月期～2023年8月期において、新規契約時の賃料も

増加件数が40%～60%超の水準

■ 契約更新時

■ 新規契約時

（%）

（%）

90件

46件 50件

◆賃料増額による内部成長の取組みを継続・推進

■ 新規契約時・更新時の賃料増減（月額）

投資エリア
（取得（予定）

価格ベース）

部屋タイプ
（戸数ベース）

2022年2月期 2022年8月期 2023年2月期 2023年8月期

+56.7万円 +52.4万円 +2.1万円 +70.6万円

ネット増額

（万円）

新規契約時の賃料減少 更新時の賃料減少

更新時の賃料増加新規契約時の賃料増加

他の住宅系REITとの平均築年数比較
（2023年12月末日時点 / 取得予定資産を含む）

シングル

77.4%

コンパクト

7.4%

ファミリー

15.1%
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12,290 12,357 12,363

12,021 11,951

12,562
12,759

13,881

14,364
14,241 14,162

95.8%
97.9%

96.7% 96.6% 97.4% 97.9%

95.3%

98.2% 98.5%
97.0%

95.6%

10,000

11,000

12,000

13,000

14,000

15,000

16,000

2018年

8月期

2019年

2月期

2019年

8月期

2020年

2月期

2020年

8月期

2021年

2月期

2021年

8月期

2022年

2月期

2022年

8月期

2023年

2月期

2023年

8月期

賃料単価 稼働率

安定的なポートフォリオマネジメント – オフィス - （1）

賃料単価・稼働率推移

オフィスの稼働率は本資産運用会社のリーシング活動により95%以上を維持
賃料単価は戦略的な物件入替による質の高い物件の組入れによって足元は14,000円台を推移

赤坂川瀬
ビル

第2回
公募増資
川越ウエスト
ビル等
（2物件）

代々木
一丁目
ビル

長野セントラ
ルビル等
（5物件）

中央博労町
ビル

盛岡駅
前通ビル等
（3物件）

TTS南青山
ビル

赤坂川瀬
ビル

坪単価
（円）

各期における物件取得・譲渡詳細

公募増資による取得

手元資金による取得

物件譲渡

0
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19.8%

36.4%

資産規模の拡大により用途別分散が進み、かつ大口テナント退去後の埋め戻しによりオフィス内でのテナント分散が進展
足元の電気料金上昇の影響について、早期のリカバリー策により、影響を最小限に抑制

安定的なポートフォリオマネジメント – オフィス - （2）

電気料金上昇の影響

オフィス 住宅 商業施設 ホテル

80.8% 14.8% 3.7% 0.7%

■ 水道光熱費支出 用途別比率（2023年8月期実績）

■ リカバリー策とその効果

① 電力会社の切替による
支払単価の値上げ幅圧縮

② テナントへの請求単価の改定に
よる収入増

2023年8月期において大幅な収支
改善を実現し、逆ザヤを解消

オフィステナント分散の状況（賃料ベース）

オフィス
32.4%

オフィス
56.2%

上位10テナント その他

2021年2月期末 2023年8月期末

■ 投資口1口当たりの水道光熱費収支影響（円）

56 50
18

-23 -29

15

21/2期 21/8期 22/2期 22/8期 23/2期 23/8期

10.6%

21.8%

0 20 40 60 80 100

2022年

2月期
（第8期）

2022年

8月期
（第9期）

2023年

2月期
（第10期）

2023年

8月期
（第11期）

増加 変動なし 減少

58件 1件

賃料改定状況（契約件数ベース）

■ 契約更新時

■ 新規契約時

(%)

2件

リカバリー策 効果
2022年

2月期

（第8期）

2022年

8月期

（第9期）

2023年

2月期
（第10期）

2023年

8月期
（第11期）

増加 変動なし 博多冷泉町ビルのマスターリース終了に伴う入替 減少

(%)

0 20 40 60 80 100

1件 5件 8件 2件

1件 2件 1件
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安定的なポートフォリオマネジメント – 商業施設 -

施設タイプ別の保有状況（2023年8月期末時点）

生活密着型（約85％）

Tecc LIFE SELLECT
神戸垂水店（底地）

DCMダイキ尾道店（底地）

イオンスタイル尾道（底地）TA湘南鵠沼海岸 YAMADA web.com松山問屋町店カインズ大宮店

アピタ名古屋南店 家電住まいる館×YAMADA
Web.com奈良本店

ビッグモーター
札幌清田店（底地）

ビッグモーター
鴻巣店（底地）

平均契約期間

15.7年

平均残存

契約期間

11.8年

生活密着型

84.6%

非日常型・

コト消費型

15.4%

■ 物件タイプ（取得価格ベース）

（2023年8月期末時点）

■ 契約期間（契約件数ベース）

（2023年8月期末時点）

■ 残存契約期間（契約件数ベース）

（2023年8月期末時点）

20年超

22.2%

10～20年

44.4%

10年以内

33.3%

20年超

22.2%

10～20年

27.8%

10年以内

50.0%

（参考情報）ビッグモーター案件開示事項

ビッグモーター札幌清田店
（底地）

ビッグモーター鴻巣店
（底地）

取得価格 1,610百万円 2,150百万円

投資比率 1.2% 1.6%

取得年月日 2021年5月19日 2021年9月2日

NOI利回り 4.6% 4.5%

期末帳簿価格 1,650百万円 2,181百万円

期末鑑定評価額 1,770百万円 2,290百万円

鑑定NOI利回り 4.6% 4.6%

テナント名 株式会社ビッグモーター 株式会社ビッグモーター

総賃貸面積 15,026.00㎡ 14,252.81㎡

契約満了日 2049年9月30日 2051年7月29日

非日常型・コト消費型（約15％）

プリオ大名Ⅱ

高い利便性を備える生活密着型商業施設は、安定的な需要が続くものと考え、重点投資を継続

2023年8月期

中にテナントの

入替により

賃料を増額

生活密着型商業施設の割合が約85％
固定賃料比率が100％で、景気動向やテナント業況に左右されず安定的に賃料を収受
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0

200
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1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

2022年3月 2022年8月 2023年1月 2023年6月 2023年11月

ACCESS by LOISIR HOTEL Nagoyaでは、変動賃料が引き続き増加傾向
コロナ禍からの回復と共に、稼働率及びRevPARは良好に推移

安定的なポートフォリオマネジメント – ホテル -

※ドーミーイン盛岡は取得日が2019年6月28日のため、2019年1月～6月はドーミーイン松山のみの運営状況を掲載しています。

ドーミーイン松山・ドーミーイン盛岡（固定賃料2物件）の運営状況

■ 施設稼働率の推移(前年同月比＆コロナ禍前比較)

（円）

■ RevPARの推移(前年同月比＆コロナ禍前比較)

(%)

ACCESS by LOISIR HOTEL Nagoya（変動賃料）の運営状況

◆ 2021年5月にオープン以降、変動賃料が順調に推移

◆ 2023年12月単月では旧オペレーター時代の固定賃料と

比較し約150％となる賃料を収受

■ 第10期･第11期変動賃料の推移

（円）(%)

■ オープン以降 施設稼働率・ADRの推移

（万円）

第１０期（２０２３年２月期）月額平均：7,747,241円
第１１期（２０２３年８月期）月額平均：9,878,958円

2023年12月：15,523,533円
旧オペレーター時代の固定賃料
月額：10,416,667円

0

1,500

3,000

4,500

6,000

7,500

9,000

0

20
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100

2021年5月 2021年11月 2022年5月 2022年11月 2023年5月 2023年11月

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

2019年（コロナ禍前） 2022年 2023年施設稼働率(左軸) ADR(右軸)

70
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100

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

2019年（コロナ禍前） 2022年 2023年
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柔軟な財務戦略とＥＳＧへの取組み3



21

広島銀行 2.6% 関西みらい銀行 1.1%

福岡銀行 2.3% 伊予銀行 1.0%

千葉銀行 1.8% 愛知銀行 0.9%

紀陽銀行 1.5% 足利銀行 0.5%

七十七銀行 1.5% 山形銀行 0.5%

横浜銀行 1.3% 栃木銀行 0.4%

86.7 90.2 83.4 98.8 87.4 87.4 87.4 90.5 97.5 99.2 90.4
79.1

13.3 9.8 16.6

1.2

12.6 12.6 12.6 9.5

2.5 0.8

9.6
21.9

0

20

40

60

80

100

固定金利 変動金利

財務基盤の安定化

借入先金融機関の拡充 固定金利比率、LTV運営

◆現状、借入先金融機関は22行

◆取引行の拡充により調達基盤の安定化を図る

◆足元の金融市場の動向、平均金利・年限等を鑑みて、本募集時の本

借入れにおいては変動金利でローンを調達

◆適切なLTVコントロールによりファイナンスリスクを低減し、健全な

財務体質を構築する方針借入金総額(本借入れ後/想定)

76,670百万円

借入金総額(2023年8月期末)

67,150百万円
本借入れ額
（想定）

9,520百万円

■ LTV運営

■ 固定金利比率

2023年8月期末 取得予定資産取得後

総資産LTV 47.1％ 47.5％

平均金利 0.73％ 0.71％

固定金利比率 90.4％ 79.1％

(%)

(%)

2018年
8月期末

2019年
2月期末

2019年
8月期末

2020年
2月期末

2020年
8月期末

2021年
2月期末

2021年
8月期末

2022年
2月期末

2022年
8月期末

2023年
2月期末

2023年
8月期末

取得予定
資産取得後

2018年
8月期末

2019年
2月期末

2019年
8月期末

2020年
2月期末

2020年
8月期末

2021年
2月期末

2021年
8月期末

2022年
2月期末

2022年
8月期末

2023年
2月期末

2023年
8月期末

取得予定
資産取得後

49.7 47.8 49.5
45.9 45.9 46.0 46.0 47.2 47.6 47.2 47.1 47.5

20

40

60

80
総資産LTV

三井住友銀行

21.8%

みずほ銀行

12.5%

SBI新生銀行

10.9%

三井住友信託銀行 9.6%

あおぞら銀行

7.9%

りそな銀行

6.0%

西日本シティ銀行

5.2%

みなと銀行

3.9%

第四北越銀行 3.7%

朝日信用金庫 3.0%

その他

15.4%
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9,550

7,350

10,050

6,550

7,850
8,660

9,560
8,770

8,330

2024年

2月期

2024年

8月期

2025年

2月期

2025年

8月期

2026年

2月期

2026年

8月期

2027年

2月期

2027年

8月期

2028年

2月期

2028年

8月期

財務の状況

（百万円）

2020年
8月期
（第5期）

2021年
2月期
（第6期）

2021年
8月期
（第7期）

2022年
2月期
（第8期）

2022年
8月期
（第9期）

2023年
2月期

（第10期）

2023年
8月期
（第11期）

取得予定資産
取得後

有利子負債残高
（百万円）

43,400 43,400 43,400 57,300 58,275 63,080 67,150 76,670

総資産LTV
（%）

45.9 46.0 46.0 47.2 47.6 47.2 47.1 47.5

時価LTV
（%）

43.1 43.5 43.5 44.8 45.1 45.0 45.2 45.5

平均金利
（%）

0.63 0.63 0.63 0.62 0.70 0.72 0.73 0.71

平均借入期間
（年）

3.9 3.9 4.3 4.2 4.6 4.6 4.6 4.6

平均借入
残存期間（年）

2.8 2.3 2.9 2.7 3.1 2.7 2.7 2.5

財務指標推移

返済期限の分散状況

発行体格付

JCR

A
(安定的)

2022年6月6日変更

R&I

Aｰ
(安定的)

2021年3月22日取得

◆本募集時の本借入れにおいて返済期限を分散化
本募集時の本借入れ

0
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同列グループの平均スコア

DBJ Green Building認証

ESGへの取組み① - 方針・外部評価 -

優れた
「環境・社会への配慮」が

なされた建物

❶ 地球温暖化防止の取組み

❷ 環境負荷の低減

❸ 法令遵守と社内体制整備

❹ ステークホルダーとのコミュニケーション

❺ 積極的な情報開示

東池袋
セントラルプレイス

優れた
「環境・社会への配慮」が

なされた建物

優れた
「環境・社会への配慮」が

なされた建物

大宮NSDビルNTビル

マテリアリティ 具体的取組み
関連する
SDGs

E

1. 気候変動対策の推進

① GHG削減

② 水資源の有効活用

③ 廃棄物管理

2. 再生可能エネルギー
導入と使用率の
継続的向上

① MIRARTH HDグループより、再生可能エネルギー
導入取組み促進について支援・協力を受ける

② グリーン証書・PPA（電力販売契約）小推力発電等
様々な再生可能エネルギー導入の検討と実施

3. 環境負荷の軽減と
レジリエンス強化

① CAPEXの有効活用によるポートフォリオ強靭化

② グリーンリース推進

③ BCPの充実

S

4. 従業員・テナントの
健康と快適性向上

① 従業員満足度調査の継続的な実施、
トップマネジメントとの定期的な対話機会の継続

② 柔軟な働き方の推進

③ テナント満足度調査の継続的な実施

5. 人権の尊重、
多様性と人材開発

① 人権に関連する啓蒙啓発の推進

② 多様性とインクルージョンを意識した就労環境整備

③ 人材開発の促進、研修制度の充実と資格取得奨励

G
6. 規律ある組織体制の構築と
ステークホルダー
エンゲージメント

① 政治献金禁止・腐敗防止

② 実効性のある内部統制システム構築

③ 開示の充実

ラグゼナ秋葉原ラグゼナ平和台 ラグゼナ武蔵新城ラグゼナ
流山おおたかの森

ラグゼナ戸田公園Ⅱ

資産運用業務における環境（Environment）・社会（Social）・ガバナンス（Governance）への配慮を通じ、
MIRARTH HDグループの協力のもと、「投資主価値の最大化」、「持続的な環境の創造」及び「地域と社会への貢献」を目指す

サステナビリティ基本方針
GRESB評価

CASBEE不動産評価認証

◆ GRESBリアルエステイト評価スコアは継続的に上昇しており、5年連続で「Green Star」を取得

◆ ESG情報開示の充実度を図るGRESB開示評価において、最上位の「Aレベル」を取得

◆ 2023年3月1日付で、5物件において認証を取得（評価：Aランク）

本投資法人のスコア

同列グループのレンジ GRESB対象レンジ
GRESB対象平均スコア



24

64.1%

73.1% 71.9%

40%

60%

80%

2022年

8月期

2023年

2月期

2023年

8月期

ESGへの取組み② - 各種事例 -

■ 省エネLED化工事

※比率は面積ベース

◆ EV充電インフラ設置によるCS向上
ラグゼナ東高円寺で、2023年8月にEV自動車充電コンセント
「Terra Charge」の設置が完了し、運用を開始

■ テナントコミュニケーション

■ 従業員とのコミュニケーション

◆ ESGサイト

⇒ESGに特化したサイトを開設し、積極的な情報開示を実施
（2023年3月更新）

◆ ESGレポート

⇒ESGに対する考え方と取組み全般について報告（2023年3月発行）

◆ 代表取締役社長との個別面談
四半期毎に、本資産運用会社の全従業員と社長との1on1面談を実施

■ 内部監査における社外専門家の活用

社会への取組み

ガバナンスへの取組み

■ 投資家をはじめとするステークホルダーに対し、
ESGへの取組み情報を広く開示

環境への取組み

ESG情報開示

物件数
ポートフォリオにおける

LED化率

45物件
合計

71.9％

うち共用部分
88.8％

うち専有部分
62.4％

（LED化率）

（進捗）

◆ 公平性と透明性の高い人事評価制度

◆ 本資産運用会社における内部監査を外部の専門家と共同で実施
⇒監査における客観性の確保、新しいあるいは複雑なリスクへの対応

■ 運用資産の取得に関する意思決定フロー

◆ 投資委員会のメンバーに第三者である不動産鑑定士を加え、運用資産取得の意思決定に
おける客観性を確保

物件取得の影響で
一旦低下したが、
引き続きLED化
工事を着実に推進

スマホアプリから利用可能なサービスで
入居者・EVユーザーの利便性を向上
●

他物件においても設置･申請が進行中

投
資
運
用
部
に
よ
る
取
得
計
画
案
の
起
案

コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
オ
フ
ィ
サ
ー
に
よ
る
承
認

コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
委
員
会

に
よ
る
審
議
・決
議

投
資
運
用
部
長
が
取
得
計
画
案
を

投
資
委
員
会
に
上
程

投
資
委
員
会
に
お
け
る
審
議
・決
議

取
締
役
会
へ
の
報
告

本
投
資
法
人
へ
の
報
告

利
害
関
係
者
と
の

取
引
等
の
場
合

◆ 一般募集及びオーバーアロットメントによる
売出しにおいて、前回公募増資時同様、原則
として紙媒体での目論見書を交付せず、
ペーパーレスでの公募増資を実施

◆ 一般的に想定される紙の使用枚数A4用紙
60万枚の削減が可能

◆ 目論見書の電子交付に伴い、本文のカラー
ページ化を実施することにより、投資家の
見やすさ向上を企図

■ 目論見書の電子交付
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Appendix
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取得予定資産：ラグゼナ東陽町

競争力の高い間取りや室内設備を備え、住環境及び都心へのアクセスにも優れたハイグレードレジデンス

取得予定価格 4,143百万円

鑑定評価額 ４,９５０百万円

鑑定NOI利回り/
償却後

3.9% / 3.3%

所在地 東京都江東区

アクセス
東京メトロ半蔵門線・都営
地下鉄新宿線「住吉」駅

徒歩14分

竣工 2022年5月

売主 合同会社アイランドシップ4号

取得予定日 2024年3月4日

稼働率 91.1%

延床面積 5,006.71㎡

戸数 98戸

■ メインスポンサーであるMIRARTH HD開発の新築レジデンス
◆ タカラレーベン（現：MIRARTH HD）が開発し、2022年5月に竣工した、
地上8階建、住居98戸からなる新築物件

◆ 本物件については、鑑定評価額より約16%低い価格で取得予定

■ 多様な生活スタイルのニーズに応える充実した住環境
◆ スーパー、コンビニ、ホームセンター等の買い物環境が充実した生活利便
性の高い立地

◆ 横十間川親水公園、木場公園、猿江恩賜公園等の大きな公園が近隣に所
在し、都会の中でも緑豊かな住環境

■ 都心への優れたアクセス

◆ 本物件の最寄りの「住吉」駅には東
京メトロ半蔵門線と都営地下鉄新宿
線の2路線が乗り入れ、都心へアク
セスしやすい立地

◆ 2030年代半ばを開業目標とされ
ている地下鉄8号線延伸計画により、
本物件の交通利便性は更なる向上
の見込み

◆ 延伸計画図によれば、本物件至近に
「（仮称）千石」駅が新設予定

鑑定評価額
4,950百万円

取得価格
4,143百万円

▲約16％

地下鉄８号線（有楽町線）延伸計画

（出所）江東区

住吉駅

（仮称）千石駅

東陽町駅

（仮称）枝川駅

豊洲駅

錦糸町駅
亀戸駅

森下駅

清澄
白河駅

門前仲町駅

月島駅

東京メトロ
半蔵門線

東京メトロ
有楽町線

都営地下鉄
大江戸線

ゆりかもめ

東京
メトロ
東西線

新木場駅

JR京葉線

都営地下鉄新宿線

JR総武線

整備区間
（豊洲～住吉）

【本物件】
ラグゼナ東陽町

猿江恩賜公園
徒歩17分

木場公園
徒歩15分

横十間川親水公園
徒歩2分
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取得予定資産：TLRレジデンス町田

首都圏ターミナル駅へのアクセスに優れ、大規模商業施設が集積したエリアの新築レジデンス
増加する単身世帯ニーズに応えるコンパクトな居住環境

取得予定価格 2,199百万円

鑑定評価額 2,300百万円

鑑定NOI利回り/
償却後

3.8% / 2.9%

所在地 東京都町田市

アクセス
小田急電鉄小田原線他
「町田」駅徒歩８分

竣工 2022年2月

売主 合同会社アイランドシップ4号

取得予定日 2024年3月4日

稼働率 97.7%

延床面積 2,666.43㎡

戸数
住居75戸
事務所1区画

■ 近隣に大規模商業施設が集積する高い生活利便性
◆ スーパー、コンビニ、薬局等生活必需品を取り扱う商業施設に加え、駅前
には大規模商業施設が集積し、生活利便性の高い住環境

■ 多摩都市モノレール延伸計画及び町田駅周辺再開発計画

（出所）町田市

新たに面的なまちづくりに取り組むエリア

まちなかのみどり空間

ウォーカブルなまちづくりの中心となるエリア

主な商店街等

◆ 同路線の町田延伸が検討されており、利便性の更なる向上が期待される
◆ 2023年12月に町田市と多摩市が共同で公表した『モノレール沿線まち
づくり構想（素案）』によると、町田駅周辺の再開発が促進される予定

A. 商業機能・交通機能
B. エンタメ機能・業務機能
C. 文化交流機能・商業機能
D. 居住機能・新たな都市機能

各ゾーンの導入機能例

■ 単身者のニーズに応える高い交通利便性
◆ 最寄りの「町田」駅からは複数路線へのアクセスが良好であり、特に首都
圏の主要ターミナル駅である「新宿」駅及び「横浜」駅等には乗り換えなし
でアクセス可能

シバヒロ

境川

芹ヶ谷公園

レンガ通り

駅周辺エリアへの
賑わいの広がり

まち全体としての
回遊性の向上 至 多摩センター駅シバヒロ

境川

芹ヶ谷公園

レンガ通り

駅周辺エリアへの
賑わいの広がり

まち全体としての
回遊性の向上 至 多摩センター駅

【本物件】
TLRレジデンス

町田

A

B

CD

ルミネ町田 町田マルイ小田急百貨店 町田店
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本取得物件
徒歩３分

日暮里

上野

東京

新橋

品川

柏 東武アーバンパークライン

JR常磐快速線

船橋

JR山手線

19分
50分

45分

40分

28分

24分

取得予定資産：TLR柏ビル

都心直結のJR常磐快速線をはじめ、複数の路線が利用可能な柏駅至近のオフィス
区画柔軟性の高さや充実した設備により幅広いテナントニーズに対応可能であり、底堅い需要獲得が可能

取得予定価格 2,905百万円

鑑定評価額 2,950百万円

鑑定NOI利回り/
償却後

4.6% / 4.0%

所在地 千葉県柏市

アクセス
JR常磐線・東武アーバン
パークライン他「柏」駅

徒歩3分

竣工 1994年1月

売主 非開示

取得予定日 2024年3月4日

稼働率 88.1%

延床面積 3,901.81㎡

基準階専有面積 482.02㎡

■ 「柏」駅から徒歩3分、利便性の高い立地

◆ 周辺で同規模のオフィス供給量が少なく、同沿線上で代替性を有する立
地が少ないため、高いテナント粘着性を有する中規模オフィスビル

◆ 最寄りの「柏」駅にはJR常磐快速線（上野東京ライン）、常磐緩行線、東武
野田線（東武アーバンパークライン）が乗り入れ、都心への良好なアクセス
を実現

◆ 商業施設、飲食店及び銀行店舗等が集積する繁華街に位置し、オフィス
ワーカーにとって利便性の高い環境

■ 多様なテナントニーズに応える充実した設備

◆ 区画分割可能な広いフロアが、小規模から中規模まで多様なテナントニー
ズを取り込み、リーシングにおいて高い競争力を発揮

◆ ３基のエレベーター、各階のトイレ等の充実した設備を備え、フロア毎に支
店、営業所としての利用が可能

周辺路線図

階段A 男子トイレ 女子トイレ 階段B

スロープスロープ 給湯室

ELV

547.74㎡
OAフロア
FL+100
CH:2,600

ELV

EPS

3基のエレベーター

区画分割可能なフロア
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0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

3.5

2019年1月 2020年1月 2021年1月 2022年1月 2023年1月

東京都（都心23区） 札幌市 仙台市

名古屋市 大阪市 福岡市

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

7.0

2020年4月 2021年4月 2022年4月 2023年4月

駅西エリア（仙台市中心部） 駅東エリア 全体平均

駅西エリアの仙台市中心部に位置しており、５路線が乗り入れる仙台駅から徒歩４分とアクセス良好なオフィス
仙台市の駅西エリアのオフィス空室率は安定的に推移

取得予定資産：ソララガーデンオフィス（2～4階部分、区分所有）

取得予定価格 1,130百万円

鑑定評価額 1,210百万円

鑑定NOI利回り/
償却後 4.9% / 4.2%

所在地 宮城県仙台市

アクセス

仙台市地下鉄南北線・
東北新幹線他
「仙台」駅
徒歩4分

竣工 2010年1月

売主 非開示

取得予定日 2024年3月4日

稼働率 88.3%

延床面積 20,593.03㎡

基準階専有面積 542.63㎡

■ 地方中規模オフィスの安定的な空室率（２０１９年１月にて指数化）

■ 仙台市内オフィスの安定的な空室率
◆ コロナ禍後（２０２０年4月～）、空室率は全体平均６％未満で安定的に推移
◆ 仙台市の中でも、本物件の所在する駅西エリア（仙台市中心部）は駅東エリアと比
較して、空室率はより安定的に推移

◆ 全国主要都市のうち、仙台市の中規模オフィスは安定的な空室率を維持

２０２３年12月31日時点

東京２３区：2.66

福岡市：1.74

名古屋市:1.12

大阪市:1.03

仙台市:0.86

札幌市:0.53

２０２３年12月３1日時点
駅東エリア：6.65%

全体平均：5.66%

駅西エリア（仙台市中心部）：
5.16%

出所：三幸エステート（市況データ）

出所：「三幸エステート（市況データ）」に基づき本資産運用会社にて作成

（％）
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売場・物置

取得予定資産：テックランド八王子高尾店

各生活幹線道路との接続が良好であり、大型駐車場を備えることで、車利用客にとって利便性が高い生活密着型商業施設
近隣競合を上回る売場規模により、豊富な種類の製品を取り扱う、充実した総合家電量販店

取得予定価格 4,710百万円

鑑定評価額 4,880百万円

鑑定NOI利回り/
償却後

4.5% / 4.1%

所在地 東京都八王子市

アクセス

JR中央線・京王電鉄高尾線
「高尾」駅 徒歩14分、
首都圏中央連絡

自動車道 高尾山ICから約7分

竣工 2017年4月

売主 非開示

取得予定日 2024年3月4日

稼働率 100.0%

延床面積 6,299.09㎡

■ 生活幹線道路との接続が良好な立地

■ 長期的かつ安定的キャッシュフローの実現

◆ 車利用客の需要を取り込む、視認性の高い大型ロードサイド店舗
◆ 周辺に大型商業施設や生活密着型商業施設もあり、最寄り駅である「狭
間」駅及び「高尾」駅から徒歩圏内と買い物客が来訪しやすい優れた立地

生活密着型
商業施設

テナントの
高い信用力

固定賃料契約

キャッシュフローの長期的な安定性

最大222台の駐車が可能な大型駐車場を
備え、大型ロードサイド店舗としての高い競争力

エントランス

駐車場

豊富な種類の製品を取り扱い、総合家電量販店
として高い充実度を誇る大型店舗
（店舗面積約4,500㎡）

■ 充実度の高い大型ロードサイド総合家電量販店

周辺地図

【本物件】
テックランド
八王子高尾店

イーアス高尾

イトーヨーカドー
八王子店

エスフォルスタ
アリーナ八王子

サイゼリヤ
高尾駅南口店

狭間駅

スーパーバリュー
八王子高尾店

高尾駅

●
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当期の取組み - 外部成長 -

R-40 R-41 R-42 R-43 O-22 O-23 C-14

合計・平均
ラグゼナ東陽町

ラヴィータ
難波元町

TLRレジデンス
町田

アークステージ
Ⅰ・Ⅱ

TLR柏ビル

ソララガーデン
オフィス

（2～4階部分、
区分所有）

テックランド
八王子高尾店

取得予定価格 4,143百万円 1,130百万円 2,199百万円 1,064百万円 2,905百万円 1,130百万円 4,710百万円 17,281百万円

鑑定評価額 ４,９５０百万円 1,220百万円 2,300百万円 1,070百万円 2,950百万円 1,210百万円 4,880百万円 18,580百万円

鑑定NOI利回り/
償却後

3.9% / 3.3% 4.2% / 3.3% 3.8% / 2.9% 4.9% / 4.3% 4.6% / 4.0% 4.9% / 4.2% 4.5% / 4.1% 4.3% / 3.7%

所在地 東京都江東区 大阪府大阪市 東京都町田市 愛知県名古屋市 千葉県柏市 宮城県仙台市 東京都八王子市 -

アクセス

東京メトロ
半蔵門線・都営
地下鉄新宿線
「住吉」駅
徒歩14分

Osaka Metro
御堂筋線・
四つ橋線
「大国町」駅
徒歩8分

小田急電鉄
小田原線他
「町田」駅
徒歩８分

名古屋臨海高速
鉄道あおなみ線
「中島」駅
徒歩9分

JR常磐線・東武
アーバンパーク
ライン他「柏」駅
徒歩3分

仙台市地下鉄
南北線・

東北新幹線他
「仙台」駅
徒歩4分

JR中央線・
京王電鉄高尾線

「高尾」駅 徒歩14分
首都圏中央連絡
自動車道 高尾山

ICから約7分

-

竣工 2022年5月 2021年7月 2022年2月
(Ⅰ)1999年7月
(Ⅱ)2003年2月

1994年1月 2010年1月 2017年4月 -

売主 合同会社アイランドシップ4号
合同会社アイラン
ドシップ5号

非開示 -

取得予定日 2024年3月4日 -

稼働率 91.1% 100.0% 97.7% 91.9% 88.1% 88.3% 100.0% 95.5%

延床面積 5,006.71㎡ 1,834.71㎡ 2,666.43㎡
(Ⅰ)1,729.14㎡
(Ⅱ)2,909.78㎡

3,901.81㎡ 20,593.03㎡ 6,299.09㎡ 42,030.90㎡

戸数/
基準階専有面積

98戸 65戸
住居75戸
事務所1区画

(Ⅰ)30戸
(Ⅱ)38戸

482.02m2 542.63m2 - -

◼ 住宅
◼ オフィス
◼ 商業施設
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東京経済圏

ポートフォリオマップ（取得予定資産取得後）

O-09

O-19

O-01

O-02

R-13
R-31

R-39R-24

R-08

R-04

R-37

R-32

R-23

R-07 R-33

R-20
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R-02

R-40
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H-01

R-06

R-03

O-11

O-12

O-21
O-07

O-23

C-08

C-05

C-09

C-01

C-06
C-07

ラグゼナ東陽町

ソララガーデン
オフィス

R-43 ・・・取得予定資産

R-11

R-12

R-09

R-16

R-17

R-18

R-19

R-36
R-38

R-42

C-03

C-10

C-12

C-14

O-05O-20

O-22

TLRレジデンス町田

テックランド
八王子高尾店

TLR柏ビル

東京経済圏
（23区外）

C-13

R-10

R-14

R-22R-21

R-30R-35

R-26 R-27

R-28

R-29

R-41

ラヴィータ難波元町

大阪経済圏

H-04
O-03

C-11R-01

R-25

R-34R-43

アークステージⅠ・Ⅱ

名古屋経済圏
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ポートフォリオ一覧（取得予定資産取得後）

用途 物件番号 物件名 所在地
取得（予定）価格
（百万円）

住宅

R-01 アマーレ東海通 愛知県名古屋市 1,100

R-02 ドーミー浮間舟渡 東京都板橋区 1,080

R-03 ベネフィス博多南グランスウィート 福岡県福岡市 1,032

R-04 ラグゼナ東高円寺 東京都杉並区 1,060

R-06 ジェイシティ八丁堀 広島県広島市 1,200

R-07 ラグゼナ平和台 東京都練馬区 3,910

R-08 ラグゼナ勝どき 東京都中央区 1,120

R-09 ラグゼナ本厚木 神奈川県厚木市 705

R-10 ラグゼナ門真 大阪府門真市 2,000

R-11 ラグゼナ戸田公園 埼玉県戸田市 910

R-12 ラグゼナ戸田公園Ⅱ 埼玉県戸田市 1,200

R-13 ラグゼナ秋葉原 東京都台東区 2,300

R-14 フィオレ・レジデンス出島海岸通 大阪府堺市 560

R-15 ラグゼナ武蔵新城 神奈川県川崎市 1,900

R-16 ラグゼナ流山おおたかの森 千葉県流山市 2,840

R-17 PRIME SQUARE 千葉県船橋市 620

R-18 ウインベルコーラス聖蹟桜ヶ丘 東京都多摩市 730

R-19 マーレ磯子ビル 神奈川県横浜市 1,900

R-20 TLRレジデンス川崎大師 神奈川県川崎市 1,346

R-21 TLRレジデンス本町WEST 大阪府大阪市 3,479

R-22 TLRレジデンス高井田 大阪府東大阪市 942

R-23 ラグゼナ北千住 東京都足立区 1,540

R-24 ラヴィータ東上野 東京都台東区 1,280

R-25 ラグゼナ浄心 愛知県名古屋市 620

R-26 ラグゼナ梅小路京都西 京都府京都市 725

R-27 ラグゼナ清水五条 京都府京都市 515

R-28 ラヴィータ二条月光 京都府京都市 515

R-29 ラヴィータ東寺 京都府京都市 465

R-30 TLRレジデンス難波東 大阪府大阪市 675

R-31 TLRレジデンス両国 東京都墨田区 2,000

R-32 TLRレジデンス大鳥居 東京都大田区 1,470

R-33 TLRレジデンス亀有 東京都葛飾区 1,900

R-34 フィール清船 愛知県名古屋市 1,500

R-35 セレニテ難波西 大阪府大阪市 1,300

R-36 コリーヌアンソレイエ 埼玉県和光市 970

R-37 ロックフィールド西大井 東京都品川区 535

R-38 ラヴィータ谷塚駅前Ⅰ・Ⅱ 埼玉県草加市 970

R-39 ラヴィータ新御徒町 東京都台東区 500

R-40 ラグゼナ東陽町 東京都江東区 4,143

R-41 ラヴィータ難波元町 大阪府大阪市 1,130

R-42 TLRレジデンス町田 東京都町田市 2,199

R-43 アークステージⅠ・Ⅱ 愛知県名古屋市 1,064

住宅合計 57,950

用途 物件番号 物件名 所在地
取得（予定）価格
（百万円）

オフィス

O-01 NTビル 東京都品川区 12,350

O-02 東池袋セントラルプレイス 東京都豊島区 9,780

O-03 名古屋センタープラザビル 愛知県名古屋市 4,870

O-05 大宮NSDビル 埼玉県さいたま市 3,493

O-07 博多祇園ビル 福岡県福岡市 2,500

O-09 L.Biz神保町 東京都千代田区 1,006

O-11 L.Biz仙台 宮城県仙台市 1,680

O-12 仙台日興ビル 宮城県仙台市 1,740

O-19 代々木一丁目ビル 東京都渋谷区 1,850

O-20 川越ウエストビル 埼玉県川越市 2,600

O-21 博多冷泉町ビル 福岡県福岡市 2,700

O-22 TLR柏ビル 千葉県柏市 2,905

O-23
ソララガーデンオフィス
（2～4階部分、区分所有）

宮城県仙台市 1,130

オフィス合計 48,604

商業施設

C-01 プリオ大名Ⅱ 福岡県福岡市 980

C-03 TA湘南鵠沼海岸 神奈川県藤沢市 500

C-05 YAMADA web.com 松山問屋町店 愛媛県松山市 4,030

C-06 Tecc LIFE SELECT 神戸垂水店（底地） 兵庫県神戸市 4,227

C-07 イオンスタイル尾道（底地） 広島県尾道市 900

C-08 ビックモーター札幌清田店（底地） 北海道札幌市 1,610

C-09 DCMダイキ尾道店（底地） 広島県尾道市 1,170

C-10 カインズ大宮店 埼玉県さいたま市 2,520

C-11 アピタ名古屋南店 愛知県名古屋市 7,800

C-12 ビッグモーター鴻巣店（底地） 埼玉県鴻巣市 2,150

C-13
家電住まいる館×YAMADA web.com 
奈良本店

奈良県奈良市 4,850

C-14 テックランド八王子高尾店 東京都八王子市 4,710

商業施設合計 35,447

ホテル

H-01 ドーミーイン松山 愛媛県松山市 2,427

H-03 ドーミーイン盛岡 岩手県盛岡市 2,520

H-04 ACCESS by LOISIR HOTEL Nagoya 愛知県名古屋市 2,500

ホテル合計 7,447

ポートフォリオ合計 149,449

※取得予定資産をハイライト
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本投資法人のスポンサー

ヤマダホールディングス

エリア
マンション用地

（戸）

北海道 367

東北 2,037

関東甲信越 1,332

首都圏 2,444

北陸 344

中部 564

近畿 751

中国 270

四国 352

九州 841

合計 9,302

MIRARTH HDグループ 共立メンテナンス

◆豊富な開発実績を有する新築分譲マンションを核とする不動産総

合デベロッパーグループ

◆全国的な情報ネットワークを通じて開発用のエリア別マンション用

地を保有

◆豊富な運営実績を有する寮・ホテルオペレーター

（2023年9月末時点）

◆デンキ・住建・金融・環境・その他事業の各セグメントの

つながる経営で「暮らしまるごと」戦略を加速

■ エリア別マンション用地（2023年12月末時点）

タカラレーベン
北海道支店

タカラレーベン
北陸支店

タカラレーベン
東北支店

タカラレーベン
首都圏支店

タカラレーベン
中部支店タカラレーベン

松山支店

タカラレーベン
九州・中国支店

タカラレーベン
関西支店

：拠点

全国の寮：519箇所 全国のドーミーイン：91箇所

全国のリゾート：42箇所 全国のシニア拠点：12箇所

寮事業 ドーミーイン事業

シニアライフ事業リゾート事業

■ グループ連結売上高（2023年3月期）

■ 販売ネットワーク（2023年3月末時点）

国内店舗数

11,593店

国内住宅展示場数

343箇所

海外店舗数

28店

連結売上高

1兆6,005
億円

■ デンキセグメント 1兆2,936億円

■ 住建セグメント 2,669億円

■ 金融セグメント 19億円

■ 環境セグメント 173億円

■ その他セグメント 206億円
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注記（1）

全体

（注1） 「本募集」とは、2024年2月14日開催の本投資法人役員会決議に基づく公募による新投資口発行（以下「一般募集」といいます。）及び第三者割当による新投資口発行（以下「本第三者割当」といいます。）を総称していいます。
（注2） 「取得予定資産」とは、2024年2月14日付で取得を決定した取得予定資産7物件のことをいいます。
（注3） 以下の文中において記載する数値は、別途注記する場合を除き、単位未満（小数点を記載した場合は記載した位未満）の金額については切り捨てて記載し、割合については小数第2位を四捨五入して記載しています。した

がって、各項目別の金額又は比率の合計が一致しない場合があります。

3ページ

（注1） 「スポンサー」とは、MIRARTH HDグループ（MIRARTHホールディングス株式会社（以下「MIRARTH HD」ということがあります。）とその子会社及び関連会社をいいます。本資料において同じです。）、株式会社共立メン
テナンス（以下「共立メンテナンス」ということがあります。）及び株式会社ヤマダホールディングス（以下「ヤマダホールディングス」ということがあります。）を個別に又は総称していいます。本資料において同じです。

（注2） 「資産規模」とは、各時点で本投資法人が保有する資産の取得（予定）価格の合計をいいます。本資料において同じです。
（注3） 「ESG」とは、環境（Environment）・社会（Society）・ガバナンス（Governance）の略称です。本資料において同じです。
（注4）本投資法人は、電磁的方法による目論見書記載事項の提供を「目論見書の電子交付」と呼んでいます。目論見書提供者は、目論見書被提供者から同意を得た上で、目論見書に記載された事項を電磁的方法により提供した場

合、目論見書の交付をしたものとみなされます（金融商品取引法（昭和23年法律第25号。その後の改正を含みます。）第27条の30の9第1項、特定有価証券の内容等の開示に関する内閣府令（平成5年大蔵省令第22号。そ
の後の改正を含みます。）（以下「特定有価開示府令」といいます。）第32条の2第1項）。投資家は目論見書の書面による交付を選択することはできません。引受人等が目論見書の電子交付を行う場合において、投資家から当
該同意が得られないとき、また、当該同意が撤回されたとき（特定有価開示府令第32条の2第7項）は、当該投資家に対しては目論見書の電子交付はできず、また、一般募集及びオーバーアロットメントによる売出し（一般募
集に当たり、その需要状況等を勘案した上で、一般募集とは別に、一般募集の事務主幹事会社であるＳＭＢＣ日興証券株式会社が行う、PAG JREIT Co-Invest Limitedから4,147口を上限として借り入れる本投資口の
売出しをいいます。）においては、当該同意が得られ撤回されていない投資家に対してのみ投資口を販売します。本資料において同じです。

5ページ

（注1） 取得予定資産7物件の取得を「本取組み」ということがあります。本資料において同じです。
（注2） 「取得（予定）価格合計」は、各資産の取得に係る不動産売買契約又は不動産信託受益権売買契約に記載の売買代金額（消費税及び地方消費税並びに取得に要する諸費用を含みません。）の合計をいいます。本資料において同

じです。
（注3)本取組み前の「鑑定評価額合計」は、取得済資産（本投資法人が本資料の日付現在保有する資産をいいます。本資料において同じです。）の2023年8月期末を価格時点とする不動産鑑定評価書に記載の鑑定評価額の合計を、

取得予定資産の「鑑定評価額合計」は、テックランド八王子高尾店については2023年11月1日、ソララガーデンオフィスについては2023年12月31日、ラグゼナ東陽町、TLRレジデンス町田、TLR柏ビルについては2024
年1月1日、ラヴィータ難波元町、アークステージⅠ・Ⅱについては2024年2月1日を価格時点とする不動産鑑定評価書に記載の鑑定評価額の合計を、また、本取組み後の「鑑定評価額合計」は、取得済資産の鑑定評価額と取
得予定資産の鑑定評価額の合計額を記載しています。各資産の鑑定評価の価格時点につき、本資料において同じです。

（注4）本取組み前の「含み益」は、取得済資産の鑑定評価額合計と2023年8月期末の帳簿価額の合計の差額を記載しています。取得予定資産の「含み益」は、取得予定資産の鑑定評価額合計と取得予定価格の合計の差額を記載し
ています。本取組み後の「含み益」は、本取組み前の含み益と取得予定資産の含み益の合計を記載しています。必ずこの含み益が実現されることが保証されているわけではないことにご留意ください。

（注5）本取組み前の「平均鑑定NOI利回り」は、取得済資産の鑑定NOI（不動産鑑定評価書に記載された直接還元法に基づく運営純収益をいいます。本資料において同じです。）の合計を取得済資産の取得価格の合計で除した数値
を、取得予定資産の「平均鑑定NOI利回り」は、取得予定資産の鑑定NOIの合計を取得予定資産の取得予定価格の合計で除した数値を、本取組み後の「平均鑑定NOI利回り」は、取得済資産及び取得予定資産の鑑定NOIの
合計を取得済資産及び取得予定資産の取得（予定）価格の合計で除した数値を、それぞれ小数第2位を四捨五入して記載しています。

（注6）本取組み前の「平均償却後鑑定NOI利回り」は、取得済資産の鑑定NOIから減価償却費の実績値を控除した金額の合計を取得済資産の取得価格の合計で除した数値を、取得予定資産の「平均償却後鑑定NOI利回り」は、取
得予定資産の鑑定NOIから減価償却費の想定値を控除した金額の合計を取得予定資産の取得予定価格の合計で除した数値を、本取組み後の「平均償却後鑑定NOI利回り」は、取得済資産及び取得予定資産の鑑定NOIから
減価償却費の実績値又は想定値を控除した金額の合計を取得済資産及び取得予定資産の取得（予定）価格の合計で除した数値を、それぞれ小数第2位を四捨五入して記載しています。

（注7）本取組み前の「平均稼働率」は、2023年12月末日時点の取得済資産の総賃貸面積を総賃貸可能面積で除した数値を、取得予定資産の「平均稼働率」は、2023年12月末日現在における取得予定資産の総賃貸面積を総賃
貸可能面積で除した数値を、本取組み後の「平均稼働率」は、2023年12月末日現在における取得済資産及び取得予定資産の総賃貸面積を総賃貸可能面積で除した数値を、それぞれ小数第2位を四捨五入して記載していま
す。なお、エンドテナントの賃料の変動にかかわらず一定の賃料を受け取る賃料固定型マスターリースの物件については、かかるマスターリースに係る賃借人のみをテナントとした賃貸面積を用いて算出した数値を記載してい
ます。

（注8）本取組み前の「平均築年数」は、2023年12月末日時点の取得済資産の平均築年数を、取得予定資産の「平均築年数」は、2023年12月末日時点の取得予定資産の平均築年数を、本取組み後の「平均築年数」は、2023年
12月末日時点の取得済資産及び取得予定資産の平均築年数を記載しています。

（注9）本取組み前及び本取組み後の「総資産LTV」は、それぞれ以下の計算式により算出されます。本資料において同じです。
（本取組み前の総資産LTV）
2023年8月期末の有利子負債総額÷2023年8月期末の総資産額
（本取組み後の総資産LTV）
本取組み後の想定有利子負債総額÷本取組み後の想定総資産額(＊)
(＊)「本取組み後の想定有利子負債総額」は、本資料の日付現在の有利子負債総額に、取得予定資産の取得に際して行われる予定の借入れ（以下「本借入れ」といいます。）予定額を加えて算出した試算値であり、「本取組み後
の想定総資産額」は、2023年8月期末時点における貸借対照表上の総資産額に、本募集における発行価額総額の見込額及び本借入れ予定額等を加えて算出した試算値です。本募集における実際の発行価額の総額が上記
見込み額よりも少なかった場合には、実際のLTVは上記試算値よりも高くなります。逆に、実際の発行価額の総額が上記見込み額よりも多かった場合には、実際のLTVは上記試算値よりも低くなります。この他、本借入れの
借入額及び返済の予定等上記の計算式の前提が異なることにより実際のLTVは変動します。
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注記（2）

5ページ

（注10）本取組み前及び本取組み後の「1口当たりNAV」は、それぞれ以下の計算式により算出されます。
（本取組み前の1口当たりNAV）
（2023年8月期末時点の貸借対照表上の簿価純資産額－2023年8月期分配金支払総額＋取得済資産に係る2023年8月期末を価格時点とする不動産鑑定評価書に記載の鑑定評価額の合計と帳簿価額の合計の差額）
÷2023年8月期末時点の発行済投資口の総口数
（本取組み後の1口当たりNAV）
（2024年2月期末時点の貸借対照表上の簿価純資産額の見込額－2024年2月期の想定分配金支払総額＋本取組み後の鑑定評価額合計と2024年2月期末時点の各保有資産の想定帳簿価額及び各取得予定資産の取得
予定価格の合計の差額＋本募集における発行価額の総見込額）÷本取組み後の発行済投資口の総口数
なお、本募集における発行価額の総見込額は、2024年1月26日（金）現在の東京証券取引所における本投資口の普通取引の終値を基準として、発行価額を本投資口1口当たり96,289円と仮定し、本第三者割当に係る募
集投資口数の全てが発行された場合を前提として算出したものです。したがって、本募集における実際の発行価額が前記仮定額を下回る場合や本第三者割当における募集投資口数の全部又は一部について申込みが行われ
ず、発行が行われなかった場合には、本募集における発行価額の総額は前記よりも減少し、実際の本取組み後の1口当たりNAVは前記よりも低くなる可能性があります。同様に実際の発行価額が前記仮定額を上回る場合に
は、本募集における発行価額の総額は前記よりも増加し、実際の本取組み後の1口当たりNAVは前記よりも高くなる可能性があります。
また、本取組み後の発行済投資口の総口数は、本資料の日付現在の発行済投資口数に本募集により新規に発行される投資口数を加えた口数をいいます。なお、本第三者割当については、募集投資口数の全部についてＳＭＢ
Ｃ日興証券株式会社より申込みがあり、発行が行われた場合を前提としています。したがって、本第三者割当における募集投資口数の全部又は一部について申込みが行われず、発行が行われなかった場合には、実際に本募集
により新規に発行される投資口数は上記口数より少なくなります。本資料において同じです。

（注11）本取組み前及び本取組み後の「1口当たり純資産」は、それぞれ以下の計算式により算出されます。
（本取組み前の1口当たり純資産）
2023年8月期末時点の貸借対照表上の簿価純資産額÷2023年8月期末時点の発行済投資口の総口数
（本取組み後の1口当たり純資産）
（2024年2月期末時点の貸借対照表上の簿価純資産の見込額＋本募集における発行価額の総見込額）÷本取組み後の発行済投資口の総口数
なお、本募集における発行価額の総見込額は、2024年1月26日（金）現在の東京証券取引所における本投資口の普通取引の終値を基準として、発行価額を本投資口1口当たり96,289円と仮定し、本第三者割当に係る募
集投資口数の全てが発行された場合を前提として算出したものです。したがって、本募集における実際の発行価額が前記仮定額を下回る場合や本第三者割当における募集投資口数の全部又は一部について申込みが行われ
ず、発行が行われなかった場合には、本募集における発行価額の総額は前記よりも減少し、実際の本取組み後の1口当たり純資産は前記よりも低くなる可能性があります。同様に実際の発行価額が前記仮定額を上回る場合
には、本募集における発行価額の総額は前記よりも増加し、実際の本取組み後の1口当たり純資産は前記よりも増加する可能性があります。

6ページ

（注1） 「取得予定資産を含む住宅の平均築年数」は、取得済資産及び取得予定資産のうち用途が「住宅」に分類される資産の2023年12月末日時点の平均築年数を記載しています。
（注2） 「コアエリア」とは、「四大経済圏」をいいます。なお、「四大経済圏」とは、東京経済圏、大阪経済圏、名古屋経済圏及び福岡経済圏をいいます。また、「東京経済圏」とは、東京都、神奈川県、千葉県及び埼玉県を、「大阪経済圏」と

は、大阪府、京都府及び兵庫県を、「名古屋経済圏」とは、愛知県、岐阜県及び三重県を、「福岡経済圏」とは、福岡県を、それぞれいいます。「地方中核都市」とは、四大経済圏を除く政令指定都市、中核市、施行時特例市及び県
庁所在地を、「政令指定都市」とは、本資料の日付現在、札幌市、仙台市、新潟市、静岡市、浜松市、岡山市、広島市及び熊本市を、「中核市」とは、地方自治法（昭和22年法律第67号。その後の改正を含みます。）（以下「地方自
治法」といいます。）第252条の22第1項に定める政令による指定を受けた人口20万人以上の法定人口を有する市を、「施行時特例市」とは、地方自治法の一部を改正する法律（平成26年法律第42号）による特例市制度の
廃止（2015年4月1日施行）の時点において、改正前地方自治法第252条の26の3第1項に定める政令による特別指定を受けた人口20万人以上の法定人口を有する市であった市を、それぞれいいます。本資料において同
じです。

（注3）MIRARTH HDグループ及びPAG（PAGインベストメント・マネジメント株式会社をいいます。本資料において同じです。）からの取得については、ブリッジファンド等を経由した物件取得を含みます。「ブリッジファンド等」と
は、将来的に本投資法人が取得することを検討する資産等を、本投資法人への譲渡を目的として一時的に保有するファンド（ブリッジファンド）又は当該目的で一時的に保有する法人をいいます。本資料において同じです。

（注4）運用ガイドラインの変更後も、成長戦略に基づき投資基準に合致する物件を取得する場合には、一時的に住宅以外の用途の物件への投資比率が住宅への投資比率を上回ることがあります。

7ページ

（注1） 中期目標の資産規模3,000億円は、本資料の日付現在の本投資法人の目標値であり、その実現や目標値の達成時期を保証又は約束するものではありません。本投資法人の資産規模の拡大については、資金調達環境や、ス
ポンサーパイプラインに含まれる資産の取得時期、その他の資産の取得機会の程度及び売主との交渉等によるため、資産規模目標を達成できない結果となる可能性があります。

9ページ

（注1） 2023年12月31日時点において時価総額1,000億円未満の各J-REITについて、本投資法人以外については同日時点、本投資法人については本資料の日付現在の開示資料に基づき、各J-REITが2020年4月以降に取
得し又は取得を予定している旨を公表している物件の取得（予定）価格及び取得（予定）物件数に基づいています。

（注2）物件譲渡による資産規模の減少については考慮していません。
（注3）時価総額1,000億円未満の「総合型又は複合型REIT」とは、トーセイ・リート投資法人、投資法人みらい、マリモ地方創生リート投資法人、阪急阪神リート投資法人及び東海道リート投資法人を、時価総額1,000億円未満の

「物流型REIT」とは、CREロジスティクスファンド投資法人、SOSiLA物流リート投資法人及びアドバンス・ロジスティクス投資法人をいいます。
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11ページ

（注1） 本資料の日付現在、本投資法人はMIRARTH HDグループから表内の各パイプライン物件を取得することについての優先交渉権を取得していますが、将来的に当該資産が本投資法人のポートフォリオに組み入れられる保証
はありません。また、竣工予定及び戸・室・区画数はMIRARTH HDグループから提供を受けた情報に基づき記載しています。竣工予定については計画に基づくものであり、実際とは異なる場合があります。表内には開発中
の物件が含まれており、物件名称は今後変更される場合があります。

12ページ

（注1） 「ADR」とは、客室平均単価（Average Daily Rate）をいい、一定期間の客室売上高合計（サービス料を除きます。）を同期間の販売客室数合計で除した値をいいます。
（注2） 「本募集前（予想）」の巡航ベースでの予想分配金は、本募集、取得予定資産の取得、本借入れを実施しなかったと仮定した場合の1口当たり予想当期純利益を記載しています。当該予想値の前提条件については別紙1をご参

照ください。なお、当該試算値は特定の計算期間の分配金の予想としての意味を有するものではなく、また、特定の計算期間の分配金を試算することを目的とするものでもありませんので、ご留意ください。
（注3） 「本募集後（予想）」の巡航ベースでの予想分配金は、本募集、取得予定資産の取得、本借入れに関連する費用や取得予定資産に係る公租公課等の一時的な要因の影響を除くとともに、これらの取引が通期で寄与したと仮定し

た場合の分配金の水準をお示しするために、期初前にこれらの取引が実施されていたと過程した場合の巡航ベースでの分配金を試算したものです。当該試算の前提条件については別紙2をご参照ください。なお、当該試算
値は特定の計算期間の分配金の予想としての意味を有するものではなく、また、特定の計算期間の分配金を試算することを目的とするものでもありませんので、ご留意ください。

14ページ

（注1） 「稼働率」については、各期末時点における保有資産（住宅）の総賃貸面積を総賃貸可能面積で除して得られた数値に基づき記載しています。
（注2） 「賃料単価」については、各期末時点において有効な保有資産（住宅）に係る賃貸借契約上の月額賃料の合計を賃貸面積の合計（坪）で除して算出しています。
（注3）2019年8月期（第3期）に公表した公募増資を「第1回公募増資」、2021年8月期（第7期）に公表した公募増資を「第2回公募増資」、2022年8月期（第9期）に公表した公募増資を「第3回公募増資」、2023年2月期（第10

期）に公表した公募増資を「第4回公募増資」といいます。本資料において同じです。

15ページ

（注1） 「部屋タイプ」については、1戸当たりの専有面積40㎡未満をシングル、40㎡以上50㎡未満をコンパクト、50㎡以上をファミリーとして算出しています。
（注2） 「平均築年数」については、2023年12月末日時点の平均築年数を記載しており、他の住宅系REITの数値については2023年12月末日時点において各住宅系REITが公表している開示資料に基づき、各住宅系REITの直

近期末時点における保有資産につき、当該期末時点における築年数を物件毎の取得価格で加重平均し算出しています。
なお、「他の住宅系REIT」とは、アドバンス・レジデンス投資法人、コンフォリア・レジデンシャル投資法人、サムティ・レジデンシャル投資法人、スターツプロシード投資法人、大和証券リビング投資法人及び日本アコモデーション
ファンド投資法人をいいます。本資料において同じです

16ページ

（注1） 「稼働率」については、各期末時点における保有資産（オフィス）の総賃貸面積を総賃貸可能面積で除して得られた数値に基づき記載しています。
（注2） 「賃料単価」については、各期末時点において有効な保有資産（オフィス）に係る賃貸借契約上の月額賃料の合計を賃貸面積の合計（坪）で除して算出しています。

18ページ

（注1） 本投資法人では、取得済資産及び取得予定資産における商業施設のうち、TA湘南鵠沼海岸、YAMADA web.com松山問屋町店、Tecc LIFE SELECT神戸垂水店（底地）、イオンスタイル尾道(底地)、DCMダイキ尾道店
(底地)、カインズ大宮店、アピタ名古屋南店及び家電住まいる館×YAMADA web.com奈良本店、ヤマダデンキテックランド八王子高尾店を「生活密着型商業施設」（食料品や日用品、生活家電等の消費者の生活に密着した
商品・製品等を主として取り扱うテナントが主たるテナントとなっている商業施設をいいます。本資料において同じです。）、プリオ大名Ⅱ、ビッグモーター札幌清田店(底地)及びビッグモーター鴻巣店(底地)を「非日常型・コト
消費型商業施設」（非日常的又はその他の体験を対象とする消費者向けの施設等を主として提供するテナントが主たるテナントとなっている施設をいいます。本資料において同じです。）と分類しています。本資料において同
じです。

19ページ

（注1） 「RevPAR（Revenue Per Available Room）」とは、販売可能な客室1室当たりの収益を表す値をいい、以下の計算式で算出されます。本資料において同じです。
RevPAR＝客室稼働率×客室平均単価

（注2）ドーミーイン松山・ドーミーイン盛岡の施設稼働率の推移は、2021年5月10日に営業を開始したACCESS by LOISIR HOTEL Nagoyaを除く各ホテル物件の稼働率を賃貸面積で加重平均して算出しています。
（注3）ドーミーイン松山・ドーミーイン盛岡のRevPARの推移は、2021年5月10日に営業を開始したACCESS by LOISIR HOTEL Nagoyaを除く各ホテル物件の月次RevPARを賃貸面積で加重平均して算出しています。
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21ページ

（注1） 「本借入れ額（想定）」は、本募集における手取金額等を勘案の上、借入実行日（2024年3月4日）までに変更されることがあります。
（注2） 「取得予定資産取得後」の財務指標については、本借入れに係る財務指標をそれぞれ反映しています。本資料において同じです。
（注3） 「固定金利比率」とは、貸借対照表上の有利子負債の総額に占める固定金利による有利子負債の総額の割合をいいます。
（注4）2023年8月期末及び取得予定資産取得後の「総資産LTV」については、p.22の注2及びp.5の注9をご参照ください。
（注5）2023年8月期末及び取得予定資産取得後の「平均金利」についてはp.22の注4をご参照ください。

22ページ

（注1） 各期末の「有利子負債残高」は、期末時点の貸借対照表上の有利子負債の総額を記載しています。
（注2）各期末時点の「総資産LTV」は、以下の計算式により算出されます。本資料において同じです。

各期末時点の貸借対照表上の有利子負債の総額÷各期末時点の貸借対照表上の総資産額
取得予定資産取得後の「総資産LTV」の算出方法については、p.5の注9の「本取組み後の総資産LTV」をご参照ください。

（注3）各期末時点の「時価LTV」は、以下の計算式により算出されます。
各期末時点の貸借対照表上の有利子負債の総額÷（期末総資産額＋不動産鑑定評価額総額-不動産等期末帳簿価額総額）
取得予定資産取得後の「時価LTV」は、以下の計算式により算出されます。
取得予定資産取得後の想定有利子負債総額÷（取得予定資産取得後の想定総資産額＋取得予定資産取得後の不動産鑑定評価額総額(＊)－取得予定資産取得後の不動産等想定帳簿価額総額(＊＊)）
(＊)「取得予定資産取得後の不動産鑑定評価額総額」は、取得済資産及び取得予定資産の不動産鑑定評価書に記載された評価額の合計値を用いて算出しています。
(＊＊)「取得予定資産取得後の不動産等想定帳簿価額総額」は、取得済資産の2023年8月31日時点の不動産等期末帳簿価額と取得予定資産の取得予定価格の合計値を用いて算出しています。

（注4）各期末時点の「平均金利」は、各期末時点における各借入れに適用される利率を、各期末における借入額で加重平均した平均値を、小数第3位を四捨五入して記載しています。
取得予定資産取得後の「平均金利」は、本資料の日付現在、本借入れの調達金利は確定していないため、2024年1月26日時点における一般社団法人全銀協TIBOR運営機関が公表する3ヶ月日本円TIBORにスプレッドを
加えて求めた数値を借入（想定）金額で加重平均した数値に基づき算出し、小数第3位を四捨五入して記載しています。実際に適用される調達金利は、融資意向表明の内容に基づき締結される金銭消費貸借契約証書に基づ
き、各借入れが実行される前に決定されるため、上記の平均調達金利は実際に適用される金利とは異なる可能性があります。特に、経済環境の急激な変化により金利情勢が大幅に変動した場合には、実際に適用される金利
が上記の数値から大きく乖離する場合があります。

（注5） 「平均借入期間」及び「平均借入残存期間」は、各期末時点における各有利子負債の借入期間又は借入残存期間を各期末時点の有利子負債残高で加重平均した平均値を記載しています。
取得予定資産取得後の「平均借入期間」及び「平均借入残存期間」は、取得予定資産取得後時点で予定している各有利子負債の借入期間又は借入残存期間を取得予定資産取得後の想定有利子負債残高で加重平均した平均値
を記載しています。

（注6） 「JCR」とは、株式会社日本格付研究所を、「R&I」とは、株式会社格付投資情報センターを、それぞれいいます。なお、これらの格付は、JCR及びR&Iによる本投資法人に関する格付であり、本投資口に対する格付ではありま
せん。また、本投資口について、本投資法人の依頼により、信用格付業者から提供され若しくは閲覧に供された信用格付、又は信用格付業者から提供され若しくは閲覧に供される予定の信用格付はありません。本資料におい
て同じです。

23ページ

（注1） 「GRESB」とは、2009年に国連責任投資原則を主導した欧州の主要年金基金グループを中心に創設された、不動産ポートフォリオやインフラ施設を含む実物資産のESGパフォーマンスに関する年次のベンチマーク評価及
びその運営組織です。

（注2） 「同列グループ」とは、発行体のセクターや所在地、資産規模、ポートフォリオ構成が近似する銘柄につき、GRESBが選定した複数の銘柄により構成される集団をいいます。
（注3） 「DBJ Green Building認証」とは、「環境・社会への配慮」がなされた不動産とその不動産を所有・運営する事業者を支援する取り組みとして2011年に創設された認証制度です。
（注4） 「CASBEE不動産評価認証」とは、建築物を環境性能で評価し格付けする認証制度をいい、省エネルギーや環境負荷の少ない資機材の使用といった環境配慮に加え、室内の快適性や景観への配慮等も含めた建物の品質を総

合的に評価するシステムです。

24ページ

（注1） 「A4用紙60万枚の削減が可能」とは、目論見書一冊当たりに使用される紙の枚数をA4用紙60枚（本募集において目論見書を印刷した場合に想定されるA4用紙の使用枚数であり、訂正事項分は含んでいません。）、想定必
要目論見書を10,000部（第2回公募増資における目論見書の印刷部数18,555部を本計算の前提としています。）と仮定した上、計算しています。

26ページ

（注1） 「稼働率」は、2023年12月31日現在における賃貸面積を賃貸可能面積で除して得られた数値を記載しています。本資料において同じです。
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注記（5）

34ページ

（注1） 「エリア別マンション用地」における「北海道」とは北海道、「東北」とは青森県・秋田県・山形県・岩手県・宮城県及び福島県、「関東甲信越」とは栃木県・群馬県・茨城県・山梨県・長野県及び新潟県、「首都圏」とは東京都・埼玉県・
千葉県及び神奈川県、「北陸」とは富山県・石川県及び福井県、「中部」とは岐阜県・静岡県・愛知県及び三重県、「近畿」とは大阪府・京都府・兵庫県・奈良県・滋賀県及び和歌山県、「中国」とは岡山県・広島県・山口県・鳥取県及び
島根県、「四国」とは香川県・愛媛県・徳島県及び高知県、「九州」とは福岡県・熊本県・鹿児島県・宮崎県・長崎県・佐賀県・大分県及び沖縄県をいいます。

（注2） 「寮事業」とは、共立メンテナンスが運営する学生寮及び社員寮に係る事業をいいます。
（注3） 「ドーミーイン事業」とは、共立メンテナンスのホテル事業のうち、ビジネスホテルを中心としたブランド名である「ドーミーイン」に係る事業をいいます。
（注4） 「リゾート事業」とは、共立メンテナンスのホテル事業のうち、リゾートホテルに係る事業をいいます。
（注5） 「シニアライフ事業」とは、共立メンテナンスの高齢者向け住宅の管理運営事業をいいます。
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【別紙 1】 

本募集前の「巡航ベースでの予想分配金」の前提条件 

項目 前提条件 

計算期間 ・184 日間 

運用資産 
・取得済資産である不動産に係る信託受益権（56 物件）及び不動産（7 物件）の合計

63 物件になります。 

営業収益 

・賃貸事業収益については、本書の日付現在効力を有する賃貸借契約記載の賃料等を

ベースに、市場動向並びにテナントの入退居及び賃料水準の予測に基づく想定稼働

率や賃料変動予測等を勘案して算出しています。 

・テナントによる賃料の滞納又は不払がないことを前提としています。 

営業費用 

・営業費用のうち主たる項目は以下のとおりです。 

賃貸事業費用計 1,294 百万円 

管理委託費 245 百万円 

（うち維持管理費） 183 百万円 

（うちプロパティ・ 

マネジメント費用） 

62 百万円 

修繕費 50 百万円 

公租公課 274 百万円 

減価償却費 558 百万円 

賃貸事業費用以外計 329 百万円 

運用報酬 189 百万円 

・主たる営業費用である賃貸事業費用のうち、減価償却費以外の費用については、過

去の実績値をベースに、それぞれ費用の変動要素を反映して算出しています。 

・減価償却費については、付随費用等を含めて定額法により算出しています。 

・固定資産税及び都市計画税等については、過年度の固定資産税及び都市計画税等に

基づき、運用資産につき計算期間通期分の金額として試算しています。 

・修繕費については、物件ごとに本投資法人の資産運用会社であるタカラ PAG 不動産

投資顧問株式会社が、各営業期間に必要と想定した額を費用として計上していま

す。ただし、予想し難い要因により修繕費が増額又は追加で発生する可能性がある

こと、一般に年度による金額の差異が大きくなること及び定期的に発生する金額で

はないこと等から、各営業期間の修繕費が予想金額と大きく異なる結果となる可能

性があります。 

営業外費用 

・投資口交付費は 3 年間で月割り償却することとしており、13 百万円を見込んでい

ます。 

・支払利息及びその他融資関連費用として 371 百万円を見込んでいます。 

有利子負債 ・有利子負債の総額は、67,150 百万円を想定しています。 

投資口 
・本日現在の発行済投資口の総口数 691,335口について新投資口の発行等による投資

口数の変動がないことを前提としています。 

１口当たり分配金 

（利益超過分配金は 

含まない） 

・1 口当たり分配金（利益超過分配金は含まない）は、本投資法人の規約に定める金

銭の分配の方針に従い分配することを前提として算出しています。 

・運用資産の異動、テナントの異動等に伴う賃料収入の変動又は予期せぬ修繕の発生

等を含む種々の要因により、1 口当たり分配金（利益超過分配金は含まない）は変

動する可能性があります。 
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項目 前提条件 

その他 

・法令、税制、会計基準、株式会社東京証券取引所の定める上場規則、一般社団法人

投資信託協会の定める規則等において、上記の予想数値に影響を与える改正が行わ

れないことを前提としています。 

・一般的な経済動向及び不動産市況等に不測の重大な変化が生じないことを前提と

しています。 
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【別紙 2】 

本募集後の「巡航ベースでの予想分配金」の前提条件 

項目 前提条件 

計算期間 ・184 日間 

運用資産 

・取得済資産である不動産に係る信託受益権（56 物件）及び不動産（7 物件）に、取

得予定資産 7 物件を加えた合計 70 物件になります。なお、取得予定資産 7 物件は

いずれも計算期間の開始前に取得済みであることを前提とします。 

営業収益 

・取得済資産の賃貸事業収益については、本書の日付現在効力を有する賃貸借契約記

載の賃料等をベースに、市場動向並びにテナントの入退居及び賃料水準の予測に基

づく想定稼働率や賃料変動予測等を勘案して算出しています。 

・取得予定資産の賃貸事業収益については、現受益者等より提供を受けた賃貸借契約

の内容、過去のテナント及び市場の動向等並びに取得予定日において効力を有する

予定の賃貸借契約の内容をベースに、想定稼働率や賃料変動予測等を勘案して算出

しています。 

・テナントによる賃料の滞納又は不払がないことを前提としています。 

営業費用 

・営業費用のうち主たる項目は以下のとおりです。 

賃貸事業費用計 1,430 百万円 

管理委託費 277 百万円 

（うち維持管理費） 205 百万円 

（うちプロパティ・ 

マネジメント費用） 

71 百万円 

修繕費 55 百万円 

公租公課 303 百万円 

減価償却費 611 百万円 

賃貸事業費用以外計 363 百万円 

運用報酬 214 百万円 

・主たる営業費用である賃貸事業費用のうち、減価償却費以外の費用については、取

得済資産は、過去の実績値をベースに、それぞれ費用の変動要素を反映して算出し

ており、取得予定資産は、現受益者等より提供を受けた情報に基づき、過去の実績

値をベースに、それぞれ費用の変動要素を反映して算出しています。 

・減価償却費については、付随費用等を含めて定額法により算出しています。 

・固定資産税及び都市計画税等については、過年度の固定資産税及び都市計画税等に

基づき、運用資産につき計算期間通期分の金額として試算しています。 

・修繕費については、物件ごとに本投資法人の資産運用会社であるタカラ PAG 不動産

投資顧問株式会社が、各営業期間に必要と想定した額を費用として計上していま

す。ただし、予想し難い要因により修繕費が増額又は追加で発生する可能性がある

こと、一般に年度による金額の差異が大きくなること及び定期的に発生する金額で

はないこと等から、各営業期間の修繕費が予想金額と大きく異なる結果となる可能

性があります。 

営業外費用 

・投資口交付費は 3 年間で月割り償却することとしており、18 百万円を見込んでい

ます。 

・支払利息及びその他融資関連費用として 417 百万円を見込んでいます。 
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項目 前提条件 

有利子負債 

・本日現在の有利子負債に加え、2024 年 3 月 4 日に予定している金融商品取引法第 2

条第 3 項第 1 号に規定する適格機関投資家から総額 9,520 百万円の借入れを、計算

期間開始前に行うことを前提としています。 

・有利子負債の総額は、76,670 百万円を想定しています。 

投資口 

・本日現在の発行済投資口の総口数 691,335 口に加えて、公募による新投資口の発行

（85,338 口）及び第三者割当による新投資口の発行（上限 4,147 口）によって新規

に発行される予定の投資口数の上限である合計 89,485 口が計算期間開始前に全て

発行されることを前提としています。 

・上記を除き、新投資口の発行等による投資口数の変動がないことを前提としていま

す。 

１口当たり分配金 

（利益超過分配金は 

含まない） 

・1 口当たり分配金（利益超過分配金は含まない）は、本投資法人の規約に定める金

銭の分配の方針に従い分配することを前提として算出しています。 

・運用資産の異動、テナントの異動等に伴う賃料収入の変動又は予期せぬ修繕の発生

等を含む種々の要因により、1 口当たり分配金（利益超過分配金は含まない）は変

動する可能性があります。 

その他 

・法令、税制、会計基準、株式会社東京証券取引所の定める上場規則、一般社団法人

投資信託協会の定める規則等において、上記の予想数値に影響を与える改正が行わ

れないことを前提としています。 

・一般的な経済動向及び不動産市況等に不測の重大な変化が生じないことを前提と

しています。 

 


	【Treasure6】RSM 校了版2_nikko20240213
	別紙 1st_20240209_v02

